
第９ 開発許可申請書等の様式
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１ 都市計画法施行規則に定められた様式
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別記様式第二（第十六条関係）

開発行為許可申請書

都市計画法第29条第１項の規定により，開発行為の許可を申請します。 ※ 手数料欄

年 月 日

殿

許可申請者住所

氏名 印

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メ－トル

開 ３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

発 ４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

行 ５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

為 ６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

の 自己の居住の用に供するもの，

７ 自己の業務の用に供するもの，

概 その他のものの別

法 第 ３ ４ 条 の 該 当 号 及 び
要 ８

該 当 す る 理 由

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許 可 に 付 し た 条 件

※ 許 可 番 号 年 月 日 第 号

備考 １ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内にお

いては，本許可を受けることにより，同法第８条第１項本文の宅地造成に関する工事の許可

が不要となります。

２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73号第１項の特定開発行為は，

本許可を受けることにより，同項の許可を受けたものとみなされます。

３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては，氏名は，その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。

４ 許可申請者の氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合において

は，押印を省略することができる。

５ ※印のある欄は記載しないこと。

６ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は，申請に係る開発行為が市街化調整区域内

において行われる場合に記載すること。

７ 「その他必要な事項」の欄には，開発行為を行うことについて，農地法その他の法令によ

る許可，認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。
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別記様式第二の二（第十六条関係）

開発行為許可申請書

都市計画法第29条第２項の規定により，開発行為の許可を申請します。 ※ 手数料欄

年 月 日

殿

許可申請者住所

氏名 印

１ 開発区域に含まれる地域の名称

開 ２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メ－トル

発 ３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

行 ４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

為 ５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

の ６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

概 自己の居住の用に供するもの，

７ 自己の業務の用に供するもの，

要 その他のものの別

８ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許 可 に 付 し た 条 件

※ 許 可 番 号 年 月 日 第 号

備考 １ 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項の宅地造成工事規制区域内にお

いては，本許可を受けることにより，同法第８条第１項本文の宅地造成に関する工事の許可

が不要となります。

２ 津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）第73号第１項の特定開発行為は，

本許可を受けることにより，同項の許可を受けたものとみなされます。

３ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては，氏名は，その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。

４ 許可申請者の氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合において

は，押印を省略することができる。

５ ※印のある欄は記載しないこと。

６ 「その他必要な事項」の欄には，開発行為を行うことについて，農地法その他の法令によ

る許可，認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。
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別記様式第四（第二十九条関係）

工 事 完 了 届 出 書

年 月 日

殿

届出者住所

氏名 印

都市計画法第36条第１項の規定により，開発行為に関する工事（許可番号 年 月

日第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１ 工事完了年月日 年 月 日

２ 工事を完了した開発区域

又は工区に含まれる地域の名称

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 １ 届出者が法人である場合においては，氏名は，その法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合において

は，押印を省略することができる。

３ ※印のある欄は記載しないこと。
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省令別記様式第五（第二十九条関係）

公共施設工事完了届出書

年 月 日

殿

届出者住所

氏名 印

都市計画法第36条第１項の規定により，公共施設に関する工事（許可番号 年 月

日 第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１ 工事完了年月日 年 月 日

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域

又は工区に含まれる地域の名称

３ 工事を完了した公共施設

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 検 査 年 月 日 年 月 日

※ 検 査 結 果 合 否

※ 検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

備考 １ 届出者が法人である場合においては，氏名は，その法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。

２ 届出者の氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合において

は，押印を省略することができる。

３ ※印のある欄は記載しないこと。
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別 記 様 式 第 八 （ 第 三 十 二 条 関 係 ）

開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の 廃 止 の 届 出 書

年 月 日

殿

届 出 者 住 所

氏 名 印

都 市 計 画 法 第 38条 の 規 定 に よ り ， 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 （ 許 可 番 号

年 月 日 第 号 ） を 下 記 の と お り 廃 止 し ま し た の で

届 け 出 ま す 。

記

１ 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 を 年 月 日

廃 止 し た 年 月 日

２ 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の

廃 止 に 係 る 地 域 の 名 称

３ 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の

廃 止 に 係 る 地 域 の 面 積

備 考 １ 届 出 者 が 法 人 で あ る 場 合 に お い て は ， 氏 名 は ， そ の 法 人 の 名 称 及 び 代

表 者 の 氏 名 を 記 載 す る こ と 。

２ 届 出 者 の 氏 名 （ 法 人 に あ っ て は そ の 代 表 者 の 氏 名 ） の 記 載 を 自 署 で 行

う 場 合 に お い て は ， 押 印 を 省 略 す る こ と が で き る 。
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別記様式第九（第三十四条関係）

建築物の新築，改築若しくは用途の変更
又は第一種特定工作物の新設許可申請書

新 築 ※手数料欄

建 築 物 改 築
都市計画法第43条第１項の規定により， の の

第一種特定工作物 用途の変更

新 設

許可を申請します。

年 月 日

殿

許可申請者住所

氏名 印

建築物を建築しようとする土地，用途の変

更をしようとする建築物の存する土地又は
１

第一種特定工作物を新設しようとする土地

の所在，地番，地目及び面積

建築しようとする建築物，用途の変更後の

２ 建築物又は新設しようとする第一種特定工

作物の用途

改築又は用途の変更をしようとする場合
３

は既存の建築物の用途

建築しようとする建築物，用途の変更後の

建築物又は新設しようとする第一種特定工

作物が法第34条第１号から第10号まで又は
４

令第36条第１項第３号ロからホまでのいず

れの建築物又は第一種特定工作物に該当す

るかの記載及びその理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 番 号 年 月 日 第 号

※ 許 可 に 付 し た 条 件

※ 許 可 番 号 年 月 日 第 号

備考 １ 許可申請者が法人である場合においては，氏名は，その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。

２ 許可申請者の氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては，押

印を省略することができる。

３ ※印のある欄は記載しないこと。

４ 「その他必要な事項」の欄には，建築物の新築，改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物

の新設をすることについて他の法令による許可，認可等を要する場合には，その手続きの状況を記

載すること。
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２ 都市計画法に基づく開発行為等の規制に

関する規則に定められた様式
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別記

第１号様式（第２条関係）
（表）

設 計 説 明 書

１ 開発の目的及び母都市との関係

建

築 ２ 計画人口，計画戸数及び人口密度

設 物

３ 住区及び街区の構成
用

計
第 １ 開発の目的及び周辺地域の環境保全

一
種

の 特 ２ 工作物の種類並びに設備の内容及び規模
定
工

作 ３ 計画人口
方 物

用

第 １ 開発の目的及び内容

針 二
種

特 ２ 工作物の種類及び規模
定

工
作 ３ 計画利用人口
物

用

工 工 区 名 工 区 面 積 着 手 予 定 年 月 日 完 了 予 定 年 月 日
区
計 ㎡

画

区 域 区 分 宅地造成工事規制区域 用 途 地 域 そ の 他

地 □ 市街化区域 □ 内

域 □ 市街化調整区域
開 地 □ 区域区分が定められ □ 外

発 区 ていない都市計画区域
区 等 □ 準都市計画区域
域 □ 都市計画区域及び準

内 都市計画区域外の区域
の

土 地 区分 山 林 原 野 農 地 宅 地 公共施設用地 そ の 他 計
地 目

の 別 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
現 概
況 要 割合 ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％

所 区分 自 己 所 有 買 収 予 定 地 主 還 元 そ の 他 計

有
別 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
概

要 割合 ％ ％ ％ ％ １００ ％

土
区分 住宅用地

公共施設 公 益 的
そ の 他 計

表土保全 樹木保全 緑地帯その
地 用 地 施設用地 用 地 用 地 他の緩衝帯
利

用 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
計

土 画 割合 ％ ％ ％ ％ １００ ％ ％ ％ ％

地 公
区分 道 路 公 園 緑 地 下 水 道 排 水 路 河 川

消 防 用
そ の 他 計共 貯水施設

利 施

設 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
用 用

地 割合 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
計

公 区分 教 育 施 設 医 療 施 設 交 通 施 設 購 買 施 設 そ の 他

画 益
的

施 面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
設
用

地 割合 ％ ％ ％ ％ ％
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（裏）

区 分 施 設 名 新 設 す る 場 合 開 発 区 域 外 既 存 施 設 と の 関 連

□ 全面舗装（砂利敷を除く。） 関連すべき道路の性格
道 路

□ 主要道路及び急勾配道路のみ舗装 □ 国道 □ 県道 □ 市町村道 □ その他の道路

□ プ レ イ ロ ッ ト 箇所 □ 区域外公園を利用

公 園 □ 児 童 公 園 箇所 当該公園まで ｍ

□ 近 隣 公 園 箇所

□ 自 然 緑 地 箇所 □ 区域外緑地を利用
緑 地

□ 法 面 緑 地 箇所 当該緑地まで ｍ

□ 雨 水 渠 □ 公共下水道へ接続放流
雨

□ 汚 水 管 （名称 ）
水

□ ポ ン プ 場 箇所 □ 都市下水路，排水路，河川へ接続放流

公 共 施 設 公 共 □ 終 末 処 理 場 箇所 （水路，河川名 ）

整 備 計 画 下水路 □ 遊水池（恒久的） 箇所 □ 公共下水道へ接続放流
汚

（名称 ）
下水道 水

□ 都市下水路，排水路，河川へ接続放流

（水路，河川名 ）

□ 管 渠 □ 公共下水道へ接続放流

都 市 □ ポ ン プ 場 箇所 （名称 ）

下水路 □ 遊水池（恒久的） 箇所 □ 都市下水路，排水路，河川へ接続放流

（水路，河川名 ）

□ 管 渠 □ 公共下水道へ接続放流

□ ポ ン プ 場 箇所 （名称 ）
排 水 路

□ 遊水池（恒久的） 箇所 □ 都市下水路，排水路，河川へ接続放流

（水路 ，河川名 ）

河 川 □ 河 川 □ 河川へ接続放流（河川名 ）

□ 消 火 栓 箇所 □ 区域外貯水施設を利用，当該施設まで ｍ

消防用貯水施設 □ 貯 水 施 設 箇所 □ 区域外河川，溜池等を利用

そ の 他 当該河川等まで ｍ

□ 幼 稚 園 校 □ 区域外施設を利用 幼稚園まで ｍ

教 育 施 設 □ 小 学 校 校 小学校まで ｍ

□ 中 学 校 校 中学校まで ｍ

□ 診 療 所 箇所
医 療 施 設 □ 区域外施設を利用 病院等まで ｍ

□ 病 院 箇所

□ バ ス 停 留 所 箇所 □ 区域外施設を利用

交 通 施 設 □ タクシ－営業所 箇所 バス停留所まで ｍ

□ 公 共 駐 車 場 箇所 鉄 道 駅まで ｍ

□ 日 用 品 店 箇所

公益的施設 購 買 施 設 □ ス－パ－マ－ケット 箇所 □ 区域外施設を利用 商店街まで ｍ

整 備 計 画 □ 専 門 店 箇所

□ 水 道 □ 区域外施設を利用

給 水 施 設 □ 簡 易 水 道 □ 水道 □ 簡易水道

□ 占 用 水 道 □ 占用水道

ガ ス 施 設 □ 供 給 源 施 設 □ 都市ガス利用

□ 街 灯 箇所
電 気 施 設 □ 区域外配電施設を利用

□ 配 電 施 設 箇所

□ 汚 水 管 □ 公共下水道へ放流（名称 ）

□ 共同し尿浄化槽 箇所 □ 都市下水路，排水路，河川へ放流
し 尿 処 理 施 設

（名称 ）

□ 浄化槽の管理主体（名称 ）

そ の 他

注１ 該当事項の□の中に，Ö印をつけること。
２ 土地利用計画の欄は，開発区域内，外（取付道路，水路等）に分け，区域外は（ ）書きとすること。
３ 土地利用計画の欄の各施設用地面積は，次の要領で算定すること。

(1) 住宅用地には，各宅地に付随する法面を入れること。
(2) 道路には，道路（側溝を含む），広場，公共駐車場，公共階段，橋，隧道等を入れること。
(3) 緑地には，自然緑地及び法面緑地を入れること。
(4) 下水道には，下水道法の適用を受ける下水道を入れること。
(5) 排水路には，下水道法及び河川法のいずれも適用を受けない水路で，幅員１メートル以上のものを入れること。
(6) 河川には，河川法の適用を受ける河川を入れること。
(7) それぞれの記入に当たっては，裏面の公共施設整備計画及び公益的施設整備計画の分類を参考にすること。
(8) 公益的施設のその他には，通信，福祉，保安，集会，文化，管理，行政，サ－ビス等の施設用地を入れること。
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第２号様式（第２条関係）

従前の公共施設の管理者等一覧表

従前の公共 新旧対照 廃止，付 公共施設の概要 同意

図に付し 替え，拡 管理者名 の 所有者名 備 考

施設の名称 た番号 幅 の 別 幅 員 延 長 面 積 有無

注 １ 開発区域内にある従前の公共施設に関して記入すること。

２ 従前の公共施設の名称は，道路，公園等種別ごとに記入すること。

３ 同一の物件に権利者が２人以上いる場合は，備考欄にその旨を記入すること。
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第３号様式（第２条関係）

新たに設置される公共施設の管理者等一覧表

新設する公共 新旧対照 公共施設の概要 管 理 す る こ と 協議成立

図に付し 又は協議 備 考

施 設 の 名 称 た番号 幅 員 延 長 面 積 になる者の名称 中 の 別

注 １ 開発区域内に新設する公共施設に関して記入すること。

２ 新設する公共施設の名称は，道路，公園等種別ごとに記入すること。

３ 同一の物件に権利者が２人以上いる場合は，備考欄にその旨を記入すること。

４ 道路拡幅の場合は，従前の公共施設の番号及び幅員等を備考欄に記入すること。
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第４号様式（第２条関係）

付替えに係る公共施設の新旧一覧表

従 前 の 公 共 施 設 付替えに係る公共施設 付替え後におけ

新旧対照 新旧対照 る従前の公共施 備 考

名 称 図に付し 土地所有者 名 称 図に付し

た 番 号 た 番 号 設 用 地 の 帰 属

注 １ 法第40条第１項の規定による公共施設の付替えをする場合に記入すること。

２ 付替えに係る公共施設欄には，従前の公共施設に対応する公共施設の名称及び番号

を記入すること。
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第
５

号
様

式
（

第
４

条
関

係
）

工
事

費
内

訳
書

（
開

発
区

域
内

）

円
円

円
年

度
年

度
年

度
年

度

工
事

種
目

数
量

単
価

金
額

(
㎡

)
備

考

開
発

面
積

数
量

金
額

数
量

金
額

数
量

金
額

数
量

金
額

調
査

測
量

㎡
調

査
及

び
測

量
の

内
容

切
土

，
盛

土
い

ず
れ

か
多

い
方

土
工

㎡
の

数
量

不
足

土
，

残
土

整
地

工
事

擁
壁

㎡
構

造
Ｈ

＝
～

ｍ

法
芝

工
㎡

Ｈ
＝

～
ｍ

の
り

小
計

構
造

道
路

延
長

ｍ
幅

員
～

ｍ

構
造

橋
個

幅
員

×
延

長
道

路
工

事
構

造
隧

道
延

長
ｍ

ず
い

幅
員

×
延

長

小
計

雨
水

渠
延

長
ｍ

幅
員

き
よ

汚
水

渠
延

長
ｍ

管
径

き
よ

下
ポ

ン
プ

場
箇

所

公
共

下
水

道
処

理
方

式
，

能
力

終
末

処
理

場
箇

所
人

水

遊
水

池
箇

所
容

量

道
小

計

管
渠

延
長

ｍ
幅

員
き

よ

工

ポ
ン

プ
場

箇
所

都
市

下
水

路

事
遊

水
池

箇
所

容
量

小
計

下
水

道
小

計

管
渠

延
長

ｍ
幅

員
き

よ

ポ
ン

プ
場

箇
所

排
水

路
工

事

遊
水

池
箇

所
容

量

小
計

河
川

工
事

河
川

延
長

ｍ
幅

員
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配
管

延
長

ｍ
管

径
～

㎜

そ
の

他
給

水
施

設
工

事
水

道
施

設

小
計

配
電

延
長

ｍ

電
気

施
設

工
事

街
灯

等
設

置
個

小
計

配
管

延
長

ｍ
管

径
～

㎜

構
造

ガ
ス

施
設

工
事

ガ
ス

施
設

個
容

量

小
計

箇
数

公
園

及
び

緑
地

帯
公

園
㎡

施
設

そ
の

他
の

緑
地

帯
そ

の
㎡

施
設

他
の

緩
衝

帯

緩
衝

帯
工

事

小
計

表
土

保
全

㎡

表
土

保
全

工
事

そ
の

他
㎡

小
計

構
造

消
防

・
貯

水
施

設
工

事
個

容
量

汚
水

管

し
尿

処
理

共
同

し
尿

管
径

浄
化

槽
施

設
工

事

小
計 工

事

計

注
１

調
査

測
量

費
６

下
水

道
工

事
費

工
事

を
す

る
た

め
に

必
要

な
調

査
，

試
験

及
び

測
量

（
現

形
，

確
定

）
に

要
す

る
費

用
下

水
道

（
下

水
道

法
の

適
用

を
受

け
る

下
水

道
）

，
河

川
（

河
川

法
の

適
用

を
受

け
る

河
川

）
及

び
排

水
路

（
下

水
道

又
は

２
土

工
事

費
河

川
に

含
ま

れ
な

い
水

路
で

，
幅

員
１

メ
ー

ト
ル

以
上

の
も

の
）

の
費

用

土
工

，
地

盤
改

良
，

宅
地

内
排

水
工

（
仮

設
沈

砂
池

及
び

仮
設

法
面

保
護

工
を

含
む

。
）

及
び

境
界

標
７

遊
水

池
工

事
費

の
り

識
の

費
用

恒
久

的
な

遊
水

池
の

費
用

３
擁

壁
工

事
費

８
公

園
及

び
緑

地
帯

そ
の

他
の

緩
衝

帯
工

事
費

コ
ン

ク
リ

－
ト

，
コ

ン
ク

リ
－

ト
ブ

ロ
ッ

ク
及

び
石

積
み

の
擁

壁
工

事
の

費
用

（
宅

地
侵

入
階

段
工

の
施

設
及

び
植

樹
の

費
用

。
た

だ
し

，
緑

地
が

法
面

の
場

合
は

，
法

面
保

護
以

外
の

施
設

及
び

植
樹

の
費

用
と

す
る

。
の

り
の

り

費
用

を
含

む
。

）
９

表
土

保
全

工
事

費

４
法

芝
工

事
費

表
土

の
復

元
，

客
土

，
土

壌
改

良
等

の
費

用
の

り

恒
久

的
な

法
面

保
護

の
芝

張
工

，
枠

工
，

柵
工

及
び

犬
走

排
水

溝
の

費
用

1
0

そ
の

他
の

り
わ

く

５
道

路
工

事
費

機
械

器
具

据
付

料
，

営
繕

損
料

及
び

諸
経

費
並

び
に

公
共

施
設

の
負

担
金

工
事

又
は

当
該

施
設

の
管

理
者

と
な

る
者

に
委

託

広
場

及
び

公
共

階
段

を
含

む
舗

装
，

側
溝

，
街

渠
，

防
護

柵
及

び
街

路
樹

の
費

用
す

る
工

事
に

要
す

る
事

務
費

は
，

工
事

種
目

ご
と

の
工

事
費

に
含

め
て

計
上

す
る

こ
と

。
き

よ
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第
６

号
様

式
（

第
４

条
関

係
）

附
帯

工
事

費
内

訳
書

（
開

発
区

域
外

）

円
円

円
(
㎡

)
年

度
年

度
年

度
年

度

工
事

種
目

数
量

単
価

金
額

備
考

開
発

面
積

数
量

金
額

数
量

金
額

数
量

金
額

数
量

金
額

構
造

道
路

延
長

ｍ
幅

員
～

ｍ

構
造

橋
個

整
地

工
事

幅
員

×
延

長

構
造

隧
道

延
長

ｍ
ず
い

幅
員

×
延

長

小
計

雨
水

渠
延

長
ｍ

幅
員

き
よ

汚
水

渠
延

長
ｍ

管
径

き
よ

下
ポ

ン
プ

場
箇

所

公
共

下
水

道
処

理
方

式
，

能
力

終
末

処
理

場
箇

所
人

水

遊
水

池
箇

所
容

量

道
小

計

管
渠

延
長

ｍ
幅

員
き

よ

工

ポ
ン

プ
場

箇
所

都
市

下
水

路

事
遊

水
池

箇
所

容
量

小
計

下
水

道
小

計

管
渠

延
長

ｍ
幅

員
き

よ

ポ
ン

プ
場

箇
所

排
水

路
工

事

遊
水

池
箇

所
容

量

小
計

河
川

工
事

河
川

延
長

ｍ
幅

員
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配
管

延
長

ｍ
管

径
～

㎜

そ
の

他
給

水
施

設
工

事
水

道
施

設

小
計

配
電

延
長

ｍ

電
気

施
設

工
事

街
灯

等
設

置
個

小
計

配
管

延
長

ｍ
管

径
～

㎜

構
造

ガ
ス

施
設

工
事

ガ
ス

施
設

個
容

量

小
計 工

事

計

注
１

道
路

工
事

費

広
場

及
び

公
共

階
段

を
含

む
舗

装
，

側
溝

，
街

渠
，

防
護

柵
及

び
街

路
樹

の
費

用
き

よ

２
下

水
道

工
事

下
水

道
（

下
水

道
法

の
適

用
を

受
け

る
下

水
道

）
，

河
川

（
河

川
法

の
適

用
を

受
け

る
河

川
）

及
び

排
水

路

（
下

水
道

又
は

河
川

に
含

ま
れ

な
い

水
路

で
，

幅
員

１
メ

ー
ト

ル
以

上
の

も
の

）
の

費
用

３
遊

水
池

工
事

費

恒
久

的
な

遊
水

池
の

費
用

４
そ

の
他

機
械

器
具

据
付

料
，

営
繕

損
料

及
び

諸
経

費
並

び
に

公
共

施
設

の
負

担
金

工
事

又
は

当
該

施
設

の
管

理
者

と

な
る

者
に

委
託

す
る

工
事

に
要

す
る

事
務

費
は

，
工

事
種

目
ご

と
の

工
事

費
に

含
め

て
計

上
す

る
こ

と
。
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第７号様式（第５条関係）

申請者の資力及び信用に関する申告書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

都市計画法第33条第１項第12号に規定する資力及び信用について，次のとおり申告します。

設 立 年 月 日 年 月 日 資 本 金 千円

法令による登録等

従 業 員 数

前 年 度 事 業 費 千円 資産総額 千円

法人税又は
前 年 度 納 税 額 千円 事業税 千円

所得税

主たる取引金融機関

工事管理者住所氏名

在社
役 職 名 氏 名 年齢 資格 免許 学歴 その他

年数

員

略

歴

許 認 可 番 号
開 工 事 名 工事施行者名 工事施行場所 面 積 着工 完了年月

年 月 日
発

行

為

に

係

る

経

歴

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ 法令による登録等の項には，宅地建物取引業法による免許，建築士法による建築士事務所登録，建

設業法による建設業者登録等について記入すること。

３ 添付書類

 法人税又は所得税の納税証明書（前年度分）

 法人の登記簿謄本（個人の場合は履歴書）

 財務諸表（直前事業年度のもの）

73



第８号様式（第５条関係）

工事施行者の能力に関する申告書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

工事施行者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

都市計画法第33条第１項第13号に規定する工事施行者の工事施行能力について，次のとおり申告

します。

設 立 年 月 日 年 月 日 資 本 金 千円

法令による登録等

事 務 技 術 労 務 計

従 業 員 数 等

人 人 人 人

法人税又は
前 年 度 納 税 額 千円 事業税 千円

所得税

主たる取引金融機関

主任技術者住所氏名

在社
職 名 氏 名 年齢 資格，免許，学歴，その他

年数
技

術

者

略

歴

許 認 可 番 号
注文主名 元請，下請別 工事施行場所 面 積 着工，完了年月

年 月 日

開

発

行

為

に

係

る

経

歴

注 １ 工事施行者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ 法令による登録等の項には，建設業法による建設業者登録，建築士法による建築士事務所登録につ

いて記入すること。

３ 添付書類

 法人の登記簿謄本（個人の場合は履歴書）

 事業経歴書

 建設業法第３条第１項の規定により許可を受けている者にあつては，そのことを証する書類
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第９号様式（第６条関係）

開発行為施行同意書

が，次の土地又は建築物その他の工作物にかかる開発行為を行うことにつ

いて同意します。

なお，次の土地が，公共施設の用に供する土地になった場合についても，異議ありません。

１ 土地の権利者

所 在 地
地 目 面 積 権利の種別 同 意 年 月 日 権利者の住所氏名 印 備 考

及 び 地 番

２ 建築物その他の工作物の権利者

所 在 地 工作物 工作物の形状
権利の種別 同意年月日 権利者の住所氏名 印 備 考

及 び 地 番 の種類 及び敷地面積

注 １ 権利の種別欄は，所有権，抵当権等の別を記入すること。

２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は，備考欄にその旨を記入すること。

３ 同意した者の印鑑証明書を添付すること。
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第10号様式（第６条関係）

開発区域内権利者一覧表

１ 土地の権利者

所 在 地 同 意 の
地 目 面 積 権 利 の 種 別 権 利 者 の 住 所 氏 名 備 考

及 び 地 番 有 無

２ 建築物その他の工作物の権利者

所 在 地 工作物 工作物の形状 同 意 の
権利の種別 権利者の住所氏名 備 考

及 び 地 番 の種類 及び敷地面積 有 無

注 １ 権利の種別欄は，所有権，抵当権等の別を記入すること。

２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は，備考欄にその旨を記入すること。
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第11号様式（第７条関係）

設計者の資格に関する申告書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

設計者 住所

氏名 印

年 月 日生

都市計画法第31条に規定する設計資格について，次のとおり申告します。

□ １号
都 市 計 画 法 施 行 規 則 第 1 9 条 の 該 当 資 格 イ，ロ，ハ，ニ，ホ，ヘ，ト，チ

□ ２号

学 学 校 名 学 部 学 科 名 卒 業（ 中退 ）年 月日 修 業 年 限

卒業

年 月 日 年 箇月

歴 中退

資 格 内 容 取 得 年 月 日 登録又は合格番号

に建

よ築 □ 技 術 士 （ 部門）

る士

資法 □ 一級建築士

格等

□ そ の 他 （ ）

実 勤 務 先 職 務 内 容 在 職 期 間

務 年 月～ 年 月( 年 月)

経

歴

設 事 業 主 体 工 事 施 行 者 施 行 場 所 面 積 許 可 年 月 日 及 び 番 号

計

経

歴

注 １ 設計者の氏名の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ □印のある欄は，該当事項の□にÖ印をつけ，該当資格の欄は，該当事項を○で囲むこと。

３ 学歴欄は，設計資格に関係のある最終学歴を記入すること。

４ 実務経歴及び設計経歴欄は，開発行為に関係のあるもののみを記入し，設計経歴欄に記入した工事

については，当該工事の設計を申告者が行ったことを証する事業主体発行の証明書を添付すること。

５ 建築士法等による資格の証明書，卒業証明書等を添付すること。
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第12号様式（第８条関係）

（表）

既存の権利者の届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

都市計画法第34条第13号の規定により，次のとおり届け出ます。

届 出 者 の 職 業

（法人にあつては，業務内容）

届 所 在 及 び 地 番

出

を

す 地 目 及 び 地 積 地 目 地 積 ㎡

る

土

地 農 地 転 用 許 可 年 月 日 号

権利を有していた目的

権 利 の 種 類 所有権，所有権以外の権利（ ）

権 利 の 内 容

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 届出者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ 届出者の職業の項は，自家用の住宅を建築する目的で権利を有している場合には，記入の必要は

ない。

３ 権利の種類の項は，該当項目を○で囲み，所有権以外の権利の場合には，（ ）内にその権利の

名称を記入すること。

４ 権利の内容の項は，権利の取得年月日，所有権以外の権利の場合には，土地所有者の住所，氏名

等を記入すること。

５ ※印の項は，記入しないこと。
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（裏）

注 意

１ この届出は，鹿児島県知事の告示によつて市街化区域と市街化調整区域の区分が決定された際（

以下「告示の日」という。）に，自己の居住又は業務の用に供する目的で，土地の所有権又は土地

の利用に関する所有権以外の権利を有していた者だけができます。

２ この届出は，告示の日から６箇月以内に行い，この届出をした者が開発行為又は建築をしようと

するときは，告示の日から５年以内に，都市計画法に規定する許可を受けてから施行することが必

要です。

なお，建築工事に着手する前に，建築基準法による確認も受けなければなりません。

３ この届出をした者が開発行為又は建築をしようとするときは，許可申請書に，１の権利を有して

いたことを証する書類（土地の登記簿謄本，所有権以外の権利を証する書類，農地転用許可書等）

を添付しなければなりません。

この場合において，届出書の記載事項と相異すると許可を受けることができないことがあります

から，注意してください。

４ この届出書は，受付処理をしたのち１部を届出人に返しますが，開発行為又は建築の許可申請を

する際に必要なことがありますから，大切に保管してください。
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第12号様式の２（第９条関係）

開発行為変更許可申請書

都市計画法第35条の２第１項の規定により，開発行為の変更の許可を申請し ※手数料欄

ます。

年 月 日 鹿児島県収入証紙を

鹿児島県知事 殿 はり付けること。なお

申請者 住所 ，消印はしないこと。

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

変 更 前 変 更 後

開 発 区 域 に 含 ま
１

開 れ る 地 域 の 名 称

発
２ 開 発 区 域 の 面 積 ㎡ ㎡

行

為
３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

の

変
４ 工 事 施 行 者 の 住 所 氏 名

更

の 自己の居住の用に供するもの，
５ 自己の業務の用に供するもの，

概 その他のものの別

要 法 第 3 4 条 の 該 当 号
６

及 び 該 当 す る 理 由

７ そ の 他 必 要 な 事 項

開発許可の年月日及び番号 年 月 日 第 号

変 更 の 理 由

※ 変 更 許 可 に 付 し た 条 件

※変更許可の年月日及び番号 年 月 日 第 号

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ ※印の欄は，記入しないこと。

２ 法第34条の該当号及び該当する理由の欄は，申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内におい

て行われる場合に記載すること。

３ その他必要な事項の欄には，開発行為の変更を行うことについて，農地法その他の法令による許可，

認可等を要する場合には，その手続の状況を記載すること。

４ 設計又は資金計画の変更については，変更の理由の欄にその旨を記載し，変更後の設計説明書及び

設計図又は資金計画書を添付すること。
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第12号様式の３（第９条関係）

開発行為変更届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

開発行為の軽微な変更をしたので，都市計画法第35条の２第３項の規定により，次のとおり届け

出ます。

１ 変 更 に 係 る 事 項

変 更 前 変 更 後

２ 変 更 の 内 容

３ 変 更 の 理 由

４ 開 発 許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 第 号

注 １ 届出者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。
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第13号様式（第10条関係）

工 事 着 手 届

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

開発行為に関する工事に着手したので，都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則第10条の規

定により，次のとおり届け出ます。

開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

開発区域に含まれる地域の名称

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

工 住 所 ・ 氏 名

事

監 連 絡 場 所 （電話 ）

理

者 資 格 ・ 免 許 等

住 所 ・ 氏 名

工

事 連 絡 場 所 （電話 ）

施

行 住所 ・氏 名

者 主任技術者

資格・免許等

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 届出者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印のある項は，記入しないこと。
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第14号様式（第11条関係）

開 発 許 可 標 識

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

住 所
許 可 を (電話 )

受けた者
氏 名

住 所
(電話 )

工 事 100㎝以上

氏 名

施 行 者

主 任 技 術 者

開 発 区 域 に 含 ま れ る

地 域 の 名 称 及 び 地 番

工 事 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

この開発行為について詳細な内容を知りたい方は，鹿児島県土木部建築課に

備えてある開発登録簿を御覧ください。

100㎝以上

注 １ 標識の材質は，耐水ベニヤ板とし，表面は白地とすること。

注 ２ 標識の下辺が，おおむね地上80センチメ－トルになるよう設置すること。
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第15号様式（第16条関係）

建 築 制 限 等 解 除 承 認 申 請 書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

建築物を建築
開発行為の工事完了の公告以前に次のとおり したいので，都市計画法第37条第１

特定工作物を建設

号の規定により承認を申請します。

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

建築物（特定工作物） 位 置

の敷地 面 積

構 造

建築物（特定工作物）

面 積 建築（構築）面積 延 べ 床 面 積

工事完了前に建築（建設）

し よ う と す る 理 由

※承 認 年 月 日 及 び 番 号

※条 件

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印のある項は，記入しないこと。
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第16号様式（第17条関係）

費用負担に関する協議申立書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

都市計画法第40条第３項の規定により，次のとおり費用負担の協議を求めたいので，申し立てます。

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

負 担 を 求 め よ う と す る 額 円

所在及び地番 地 目 面 積

負担を求めようとする

㎡

土地

負担を求めようとする土地の取得に要する費用の額 円

所在及び地番 面 積 単 価 金 額

積 算 基 礎 ㎡ 円 円

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ 面積の欄には，土地登記簿の登記された面積を記載すること。

なお，実測面積がこれと異なる場合は，( )書きで併記すること。

３ 積算基礎は，登記面積で算出すること。

４ ※印の項は，記入しないこと。
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第17号様式（第18条関係）

建築物特例許可申請書

都市計画法第41条第２項ただし書の規定により，市街化調整区域内における ※手数料欄

建築物の建築についての制限の特例許可を申請します。

鹿児島県収入証紙を

年 月 日

貼付すること。なお，

鹿児島県知事 殿

消印はしないこと。

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

開発許可年月日及び番号 年 月 日 号

建 築物 の敷 地の 位置

敷 地 面 積 ㎡ 建 築 面 積 ㎡

建 築 し よ う と す る 建 築 物 知 事 の 定 め た 制 限

建 ぺ い 率

建 築 物 の 高 さ

壁 面 の 位 置

そ の 他

建 築 物 の 用 途

制限外の建築物を建築

し よ う と す る 理 由

備 考

※許可年月日及び番号 年 月 日 号

※ 許可 に付 した 条件

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印の項は，記入しないこと。

３ 備考の項には，建築物を建築することについて，他の法令による許可，認可等を要する場合には，

その手続の状況を記入すること。
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第18号様式（第19条関係）

予定建築物等以外の建築物等の建築等許可申請書

予定建築物
都市計画法第42条第１項ただし書の規定により， 以外の ※手数料欄

予定特定工作物

建築物 新築（改築，用途の変更）
の の許可を申請します。

特定工作物 新設 鹿児島県収入証紙を

年 月 日 貼付すること。なお消

鹿児島県知事 殿 印はしないこと。

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

開発許可年月日及び番号 年 月 日 号

工 事 完 了 公 告 年 月 日 年 月 日

建 築 物 ( 特 定 工 作 物 )

の 敷 地 の 位 置

開発許可をうけた際の予定

建築物(特定工作物)の用途

変 更 後 の 建 築 物

( 特 定 工 作 物 ) の 用 途

変 更 の 理 由

※許可年月日及び番号 年 月 日 号

※ 許 可 に 付 し た 条 件

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印の項は，記入しないこと。
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第19号様式（第21条関係）

地 位 承 継 届 出 書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

承継人 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

開発
都市計画法第44条の規定により， 許可に基づく地位の承継をしたので，都市計画法に基づく

建築

開発行為等の規制に関する規則第21条の規定により，次のとおり届け出ます。

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

住 所

被 承 継 人

氏 名

承 継 の 原 因

承 継 年 月 日 年 月 日

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 承継人の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印の項は，記入しないこと。

３ 法人登記簿謄本，戸籍謄本，相続放棄受理証明書，遺産分割協議書等地位を承継したことを証する

書類を添付すること。
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第20号様式（第22条関係）

開 発 行 為 承 継 承 認 申 請 書

都市計画法第45条の規定により，開発許可を受けた地位の承継の承認を申請 ※ 手数料欄

します。

鹿児島県収入証紙を

年 月 日

貼付すること。なお，

鹿児島県知事 殿

消印はしないこと。

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

許 可 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

住 所

被承継人

氏 名 又 は 名 称

及び代表者の氏名

権 原 取 得 年 月 日 年 月 日

承 継 の 事 由

※ 承 認 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日 号

※ 承 認 に 付 し た 条 件

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。

２ ※印の項は，記入しないこと。
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第21号様式（第23条関係）
（表）

開 発 登 録 簿 調 書 登録番号

開発 許可年月日 年 月 日 住所

許可を受けた者

許可 許 可 番 号 号 氏名

承 承認年月日 年 月 日 住所

承 継 し た 者
継 承 認 番 号 号 氏名

市街化区域，市街化調整区域，区域

区 域 区分が定められていない都市計画区
域，準都市計画区域，都市計画区域

開発区域に 及び準都市計画区域外の区域

含まれる地
域の名称及 地 域 地 区

び地番

当 総 面 積

初 工 区 数

の 予定建築物(予定特定工作物)の用途

許 法第41条の規定による制限の内容 法第34条の該当号

可 公 共 施 設 の 概 要

法第81条の規定による処分の内容

工事着手年月日 年 月 日 完工予定年月日 年 月 日

住所 住所

工事施行者 設計者

氏名 氏名

変 許 可 年 月 日 許 可 番 号 変 更 の 内 容

更

許

可

工 区 名 検 査 年 月 日 完了公告年月日 摘要（公共施設のみの場合はその名称）

工

事
完

了

検

査

宅 許 可 年 月 日 年 月 日 許 可 番 号 号

造
許 宅地造成等規制法第13条の規定によ

可 る処分の内容

備

考
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（裏）

開発許可に付した条件
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第 22号 様 式 （ 第 24条 関 係 ）

開 発 行 為 又 は 建 築 に 関 す る 証 明 書 交 付 申 請 書

年 月 日

鹿 児 島 県 知 事 殿

申 請 者 住 所

氏 名 印

法 人 に あ つ て は ， 主 た る 事 務 所 の（ ）所 在 地 ， 名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名

第 ６ 条 第 １ 項建 築 基 準 法 の 規 定 に よ る 確 認 を 申 請 し た い の で ， 次 の こ と第 ６ 条 の ２ 第 １ 項

に つ い て ， 都 市 計 画 法 の 規 定 に 適 合 し て い る 旨 の 証 明 を し て く だ さ い 。

敷 地 の 所 在 地

建 る 区 域 市 街 化 区 域 ， 市 街 化 調 整 区 地 域 地 区

築 事 域 ， 区 域 区 分 が 定 め ら れ て

物 項 い な い 都 市 計 画 区 域 ， 準 都

（

市 計 画 区 域 ， 都 市 計 画 区 域

特 及 び 準 都 市 計 画 区 域 外 の 区

定 域

工

作 年 月 日 号

物 開 発 許 可 等 の □ 第 29条 第 １ 項 年 月 日 号

）

年 月 日 及 び 番 号 □ 第 29条 第 ２ 項

に □ 第 35条 の ２ 第 １ 項 の 許 可

関 □ 第 41条 第 ２ 項

す □ 第 42条 □ 第 4 3条 第 １ 項

法 第 41条 に よ る

制 限 の 内 容

建 築 （ 建 設 ） 計 開 発 行 為 □ 有 （ ㎡ ） □ 無

画 の 概 要

用 途 敷 地 面 積 ㎡

建 築 (構 築 )工 事 の 種 別 ㎡面 積

そ の 他

※ こ の 計 画 は ， 都 市 計 画 法 第 29条 第 １ 項 （ 第 29条 第 ２ 項 ， 第 35条 の ２ 第

証 １ 項 ， 第 41条 第 ２ 項 ， 第 42条 ， 第 4 3条 第 １ 項 ） の 規 定 に 適 合 し て い る こ

明 と を 証 明 し ま す 。

欄 年 月 日

鹿 児 島 県 知 事 印

注 １ □ 印 の 項 は ， 該 当 事 項 に Ö 印 を 付 す こ と 。

２ ※ 印 の 項 は ， 記 入 し な い こ と 。

３ 氏 名 を 自 署 で 記 入 し た と き は ， 押 印 を 省 略 す る こ と が で き る 。

92



３ 参考様式
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参考様式１

既存の公共施設管理者の同意一覧表

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

都市計画法第32条の規定により，下記のとおり公共施設の管理者の同意を得ました。

種 類 管理者 同意年月日 備 考

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。
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参考様式２

新設公共施設管理予定者等との協議一覧表

鹿児島県知事 殿

申請者 住所

氏名 印

法人にあつては，主たる事務所の

所在地，名称及び代表者の氏名

（開発区域の地名地番を記入）で行う都市計画法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施

設等について，当該公共施設を管理することとなる者等と下記のとおり協議しました。

種 類 番 号 規 模 管理予定者 協議年月日 備 考
（幅員，延長等）

注 １ 申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略することができる。
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参考様式３

既存の公共施設管理者の同意書

年 月 日

（ 申 請 者 ） 殿

管理者 住所

氏名

下記の開発行為については，管理上支障ないものと認め，同意いたします。

記

関係する公共施設

開発行為申請者の

住所氏名

開発区域に含まれ

る地域の名称

開発区域の面積

開発行為の目的

同意の内容
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参考様式４

新設公共施設管理予定者等との協議経過書

開発区域に含まれ

る地域の名称

公 共 施 設 の 名 称

公共施設の規模

（幅員，延長等）

協 議 項 目 協 議 内 容 協 議 結 果 （条件）

公共施設管理予定

者

設計の内容

管理方法

土地の帰属

費 用 の 負 担

(法第40条第３項)

そ の 他

開発行為申請者

協 議 年 月 日 住 所 氏 名

（代表者）

年 月 日 協議の相手方

（管理予定者）

住 所 氏 名

注 １ 開発行為申請者の氏名（代表者の氏名）の記載を自署する場合は，押印を省略すること

ができる。
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４ 鹿児島県開発登録簿閲覧規則に

定められた様式
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別記第１号様式

開 発 登 録 簿 閲 覧 簿

承 開 発 許 可 を 開発区域の地域の 閲 覧 申 出 閲 覧 者 閲 覧 の 査
認 閲
印 受 け た 者 名称又は団地名 年 月 日 住 所 氏 名 理 由 印
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別 記 第 ２ 号 様 式

開 発 登 録 簿 の 写 し の 交 付 請 求 書

年 月 日

鹿 児 島 県 知 事 殿

請 求 者 住 所 (所 在 地 ）

氏 名 （ 名 称 及 び 代 表 者 氏 名 ） 印

電 話 番 号

都市計画法第47条第５項の規定により，次のとおり開発登録簿の写しの交付を受けたいの

で請求します。

開 発 許 可 の 年 月 日 及 び 番 号 年 月 日

開発許可を受けた者の住所(所在地)

及び氏名（名称及び代表者氏名）

開発区域に含まれる地域の名称

写 し を 必 要 と す る 理 由

写 し の 交 付 請 求 枚 数 調 書 枚 図 面 枚

※ 手 数 料 欄

備 考 １ 請求者の氏名(代表者氏名)の記載を自署する場合は，押印を省略することができ

ます。

２ ※印のある欄は，記入しないでください。

３ この請求書の様式は，九州各県(沖縄県を除く。以下同じ。)の共通様式ですので，

請求の宛先を書き換えていただければ，九州各県の請求書様式として利用できます。
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